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■その１ かんえいフェアー

私たちの京都府生活衛生営業指導センターが、昭和56年（1981年）に財団法人・京都府環境衛生営業指導

センターとして発足をしたが、このたび新しい法律によって公益財団法人に生まれ変わることになった。

発足以来30数年経たことであるのでこの機会にセンターの歩みを記したいと思う。

京都府の指導センターは現在略称のSeeL（シール）として京都府民に親しまれており、その活動は先進的

な指導センターとして全国の各界から注目されていることは大変喜ばしいことである。

昭和56年（1981年）のセンター発足の年に、現在の「SeeLフェア」の前身である「かんえいフェアー」

を行なおうと、事務局長であった私が提案をした。最初予算１億円を提示したが、却下され、5000万円もダ

メで、カンカンガクガク激論の末に3000万円を目標に、各店が1枚300円の抽選券を売って調達することにし

た。10万枚印刷し、60%を売り上げ、何とか予算も確保できたので京都市勧業館（現在のみやこめっせ）を

借り切り、全国で初めての「かんえいフェアー」を開催した。抽選で当たった顧客500人を瀬戸内海を航行

する大型豪華客船に1昼夜招待することができたし、勧業館では各業者が競って装飾を施し、百貨店にある

名店街を出現させ、珍しい特価品の大売出しもあり大好評であった。

1昼夜借り切った新造船「サンフラワー・セブン」の中では、食べ放題・飲み放題のご馳走の他、料理教

室、擬似カジノ、映画館、麻雀大会、カラオケ大会、宝くじ配布等があり、招待客からは大変喜ばれたが、

経費調達のこともあり、このような催事の継続はできなかった。

しかし、全国で初めて開催したフェアーは「SeeLフェア」として、毎年継続して今年で32回目を迎えるこ

ととなった。

■その２ ２５年前の「エイズ講習会」

エイズ（AIDS・後天性免疫不全症候群）の発生がマスコミを賑わし、私たちの生活衛生営業の業界は、

死活問題として急遽対策をとることを迫られた。今から２５年前の1987年（昭和62年）の春のことであった。

「カミソリでエイズがうつらないか」「銭湯は大丈夫か」「食堂のどんぶりから感染しないか」と連日お

客さんからエイズの怖さを、各営業店や指導センターに訴えてくる。

この「エイズ不安症候群」を解消するため、当京都府生活衛生営業指導センター(当時は「環境衛生営業指

導センター」)は、早速対策に乗り出した。理容・美容・浴場を中心に各店舗の従事者を集め、3月9日・16

日の両日、医師による「エイズ講習会」を開催。簡単なテストを実施し、合格者には「受講証明」を発行し

て各店舗の店頭にこれを張り出すことにした。京都市役所前の本能寺会館には、京都府下から1000名を超え

る各業者が出席して熱心に受講した。ところが監督の京都府衛生部からは「このような証明書を指導セン

ターが出すのは権限逸脱だ」とお叱りを受けたが、京都府議会にて「エイズ不安を解消するために講習会を

開いた指導センターの素早い対策はほめるべきだ」との発言があり、以後も京都府衛生部の公認でエイズ講

習会を継続して行なうことになった。

【ＳｅｅＬ通信に見る35年の軌跡】



■その３ クリーニング大手（タカケン）の向日市進出＜昭和５５年１２月＞

昭和55年12月10日(水)の新聞に「クリーニングの大手が向日市に進出」「新工場を拠点、550店計画」

「京の2千店が影響」の文字が大見出しで発表された。この発表に京都のクリーニング組合は、早速会議を

招集し、大反対の声を上げて、指導センターの山岡景一郎分野調整員(当時)は対処方法について相談に乗る

ことになった。山岡調整員は、直ちにタカケン㈱の専務を呼び、「中小企業事業活動の機会の確保のための

大企業者の事業活動の調整に関する法律」＝分野調整法＝に基づき、京都の組合の合意が無ければ進出はで

きない旨を伝えた。ところがタカケンは、中小企業庁の指導では「組合や分野調整員にそんな権限はない。

保健所に早く営業許可を下ろしてもらえ。」と、組合との協議を断ってきた。組合と指導センターは、法律

と京都の実情をよくよく説明し次のような合意に至った。「500店の設置を60%減の190店に、洗浄設備機械

の10台のうち4台を2年間封印(あと2年間封印延長)、営業開始日も半年間遅らせる。価格も組合の納得する

料金とする等」厚生省も「京都方式とも呼べる画期的な内容」と讃えてくれた。

■その４ 大学生協会館（コープイン京都）建設事案

かねてより全国大学生活協同組合は、京都に会館を建設することを悲願にしていた。が、京都旅館組合は、

公営旅館が低廉な料金で宿泊させ、過当競争を激化させるので、反対を表明していた。しかし、生協側が旅

館営業の申請をするに至ったことから、旅館組合と生協との調整が必要となり、山岡景一郎事業活動調整員

が協議の主体を務めることになった。

生協側は、仲間の旅館を指導しているセンターの調整員が仲裁をするのは、不公平だと言っていたが

「法律等を知悉している教授団と、旅館の経営者とは、自動車と自転車以上の力の差があり調整員が旅館側

に少し寄った判断をしても、それが公平だ」と押し切った。

協議の会合は、昭和62年（1987）の８月3日を皮切りに８回開催し、難産ではあったが、双方歩み寄り10

月26日に協定書を締結することができた。

最初は官庁、指導センター、旅館、大学生協等の出席者が多く、協議が混乱したので、４回目の協議の折、

山岡景一郎調整員から「旅館、生協から各５名の全権大使を選び決定権を委ねること。また、協議に当たっ

ては、時には相手に対して暴言があったとしても、言論戦にとどめ、協議を中断して席を立つてはいけない。

あくまでも、協議成立を促進するため、もし、勝手に離席をするなら、相手方の言い分を通すことにする」

この「離席は負け」方式は、以後多くの会合で利用されるようになった。

協定書の主たる内容は、①会館の名称は「大学生協京都会館」とし、愛称（コープイン京都）は小さく付

記する。②和室の数を、予定より大幅に削減する（８室以下）。③生協組合員のみ宿泊させる。④施設の利

用状況につき指導センターの事業活動調整員が立ち会うことができる。⑤組合側は、生協側が適性を欠く利

用があったと認められるときは、監督官庁に通報することができる。

この会合で当時青年部の幹部として活躍していた北原茂樹、小野善三両氏の二人の名前を挙げておきたい。



■その５ Ｏ－１５７テスト講習会

最近「ノロウイルス」が主な原因とする感染性胃腸炎が流行している。感染を防止するための対策につい

ては、各関係先の広報を参考に、入り口でシャットダウンしてもらいたい。

今から１７年前の平成８年（1996）に、腸管出血性大腸菌（Ｏ-157オーイチゴナナ）の感染者が

１０，３２２人も発生し８人が死亡した。その後、平成１４年（2002）に９人もの死者が出るに至った。

「Ｏ-157」とはＯ抗原として、１５７番目に発見されたもの。

当指導センターでは、早速、Ｏ-157感染予防対策に乗り出し、

当時の環境衛生営業者を招集し、＜「Ｏ-157」テスト講習会＞

を実施した。 実施日は、平成９年（1997）７月３０日（水）

場所はルビノ京都堀川とした。受講料も組合員１０００円、非

組合員２０００円とし、参加定員は２５０名としたが、応募者

多数ですぐ満席になった。講師は、山岡景一郎講習会実行委員

長をはじめ、京都府生活衛生課の北島啓次氏、京都市生活衛生

課の森田正和氏、ＫＢＳの田淵岩夫氏が当たり、その後テスト

を実施した。

問題は、①もともと海に生息し、魚介類について来る食中毒

菌は次のうちどれか？ Ａ サルモネラ Ｂ 腸炎ビブリオ

Ｃ ブドウ球菌 ② 腸管出血性大腸菌Ｏ-157に熱を加えたと

き死ぬのはどれか？ Ａ 55℃で１時間以上 Ｂ 65℃で１０

分以上 Ｃ 75℃で１分以上など、１０問が出され、合格者を

「Ｏ-157予防管理者」に認定し、合格証書と証票を渡し、不合

格者には何度も追試を行った。

この講習会は、日本全国でも珍しく、いち早くＯ-157の感染予

防対策に乗り出したとして、多くのマスコミに取り上げられ、指

導センターの名が高められたことは嬉しいことであった。







Seikatsu eisei eigyou Leader


